
かつての均衡の原則(地方公務員法第24条第3項)の運用(国公準拠)

○地方公務員法（抄）

第二十四条 １～２ 略

３ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事

者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

４～６ 略

○均衡の原則の実際の運用としては、「国家公務員の給与に準ずる」
ことによって実現されると解されている。
（＝いわゆる「国公準拠」）

・昭和３５年４月１日各都道府県知事あて自治省行政局長通知ほか

（根拠）
○国家公務員の給与は人事院勧告によって決定されているが、人事院はその整備

された体制によって給与制度の研究を行い、毎年官民給与比較及び生計費を考

慮して、報告または勧告を行ない、これに基づいて給与が決定されている。

○国家公務員の給与には、生計費及び民間賃金についての考慮が織り込まれてい

るので、これと同種の職務に従事する地方公務員の給与について、これに準じ

ることとすれば、国及び他の地方公共団体とも均衡がとれることとなり、地方

公務員法第２４条の規定の趣旨に最も適合することとなる。

・なお、この場合、「国に準じる」とは、当該団体の組織、規模、地域の社会的条件等に

応じ、合理的な範囲内において国の制度を修正し、その団体に適したものとして適用

することとされている。

（内容）
○「給与制度」の面と「給与水準」の面の２点から国家公務員と比較

（１）給与制度
・給料表の構造、初任給、昇格・昇給の決定方法、各種手当の種類と内容等

（２）給与水準
・ラスパイレス方式などの統計的な水準比較


